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「コーポレート・ガバナンスに関する基本方針」制定のお知らせ 
 
 当社は、本日開催の取締役会において、「コーポレート・ガバナンスに関する

基本方針」（以下「本基本方針」という）の制定を決議いたしましたので、下記

の通りお知らせいたします。 
 

記 
 
１．制定の目的 
本基本方針は、当社が定めるグループ経営理念の実践を通じて、持続的な成

長と長期的な企業価値向上を図り、最良のコーポレート・ガバナンスを実現す

ることを目的として制定しております。 
 
２．本基本方針の構成 
 本基本方針は、以下の事項について定めております。 
 
第１章 総則 
第２章 株主との関係 
第３章 ステークホルダーとの協働 
第４章 コーポレート・ガバナンス体制 
別紙１ 株主との建設的な対話に関する方針 
別紙２ 独立社外役員の独立性に関する基準 
 
 
詳細につきましては、添付の「コーポレート・ガバナンスに関する基本方針」

をご参照ください。 
 

以上 
 
 
 
  



 

コーポレート・ガバナンスに関する基本方針 
 

第１章 総則 
 
（目的） 
第１条 本基本方針は、昭和シェル石油株式会社（以下、「当社」という）が、「HSSE（健

康、安全、危機管理および環境保全）とコンプライアンスはすべてに優先する」と

いう企業文化のもと、グループ経営理念の実践を通じて、持続的な成長と長期的な

企業価値向上を図り、最良のコーポレート・ガバナンスを実現することを目的とし

て制定する。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方） 
第２条 当社は、持続的に成長し続け企業価値を高めることを目的に、経営の一層の透明性

と効率性を追求すべく経営の監督と業務執行の分離を進めるとともに、適時的確な

情報開示を図る。 
２当社は、すべてのステークホルダーに対する公正・公平性の確保を通して信頼性を

向上させることを目指し、外部からの客観的な視点を積極的に経営に取り入れ、当

社の企業目標や特性、また社会環境、法的環境の変化に対応した最適なガバナンス

体制を構築するとともに、その機能の有効性を検証し改善を図る。 
 

第２章 株主との関係 
 
（株主との対話） 
第３条 株主に対する説明責任を果たすとともに、株主・投資家と積極的かつ建設的な対話

を行うことで持続的な企業価値向上を図ることを目的として、「株主との対話に関

する方針」を別紙１の通り定める。 
 
（株主総会） 
第４条 当社は、株主総会が株主との建設的な対話の場であることを認識し、次の通り株主

総会における権利行使に係る適切な環境整備を行う。 
① 株主が株主総会議案の十分な検討期間を確保し、適切に議決権を行使すること

【昭和シェル石油グループ経営理念】 
私たちのエネルギーで未来を元気にします 
【５つの企業活動規範】 
 社会的使命  

社会が求めるエネルギーの安定供給を通じて、豊かな社会の発展に貢献します 
 顧客志向  

お客様から常に信頼され喜ばれることを目指し、お客様の立場で発想し行動します 
 先進性  

先進的なソリューションを開発し、品質やサービスの価値向上に挑戦します 
 活力  

グループに集う人びとのエネルギーを結集し、活力と働きがいのあふれる企業風土

を実現します 
 持続的成長  

すべてのステークホルダーに対し誠実な経営を行い、社会と企業の持続的発展を目

指します 
 



 

ができるよう、定時株主総会の招集通知を株主総会日の３週間前までに発送す

るとともに、当該招集通知およびその英訳を発送日前までに東京証券取引所ウ

ェブサイトおよび当社ウェブサイトに開示する。 
② 株主に出席して頂きやすい日時や場所を設定したうえで、インターネットによ

る電子行使や議決権電子行使プラットフォームの利用により、株主総会に出席

しない株主を含む全ての株主が適切に議決権を行使することのできる環境の

整備に努める。 
 
（政策保有株式） 
第５条 当社は、企業価値・株主価値の中長期的な向上を目的として、お客様および取引先

との持続的な関係を保持するために、必要な場合に限り上場会社の株式を政策的に

保有する。 
２主要な政策保有株式については、そのリターンとリスクを中長期的観点から検証し

た上で、保有の目的や経済合理性について毎年取締役会に報告するものとする。 
３政策保有株式の議決権行使に際しては、当社の株式保有目的に資するものであるか、

株主価値を毀損するものではないか等を総合的に勘案して行使方法につき判断す

る。  
 

（資本政策） 
第６条 当社は、お客様や社会から求められる総合エネルギー企業として、企業価値・株主

価値の最大化を図るため、中長期的な成長戦略に必要な投資を実行すると同時に、

安定的な資金調達と事業環境の変化への柔軟な対応を可能にする健全な資本構成

を維持することを、資本政策の基本方針とする。 
２事業ポートフォリオ管理については、資本コストを意識し、適切なキャッシュ・フ

ローの創出と資産効率の向上が可能である事業および関連投資への選択と集中を

行い、その最適化を図る。 
３株主還元については、企業価値の向上およびエネルギー産業のみならず全産業との

比較において安定的かつ魅力的な株主配当を実現することで、中長期的にトータ

ル・シェアホルダーズ・リターン（株主総利回り）を向上させることを方針とする。 
４当社は、たな卸資産評価の影響等を除いた場合の経常利益相当額を重要経営指標と   

して、石油元売会社の社会的使命である備蓄義務から生じる在庫評価損益に左右さ

れない実質的な利益水準の向上を図るとともに、資本規律を図る指標として、ギア

リング・レシオ（総資産に対する自己資本の比率）を重視し、追加的な資金需要に

対応できる水準でこれを管理する。 
 

第３章 ステークホルダーとの協働 
 

（行動原則） 
第７条 当社は、お客様、株主、従業員、特約店・協力会社、社会といったすべてのステー

クホルダーに対する責任を果たすため、企業活動を展開するにあたっての基本的な

価値観と行動のルールとなる「行動原則」を取締役会で決議し、遵守に向けた取り

組みを徹底する。 
 

（HSSE） 
第８条 当社は、事業活動を遂行するにあたり、安全を確保し、健康を守り、あらゆる企業

活動に関わる不測の事態を回避し、かつ環境を保全することが、当社が果たすべき

社会的責務であるという認識のもとに、「健康、安全、危機管理及び環境保全に関

する基本方針」を取締役会で決議し、これらの課題に対しては最優先事項として取



 

り組む。 
 

（情報開示） 
第９条 当社は、経営の透明性を高め、企業価値の向上を図ることを目的として、「情報開

示（ディスクロージャー）に関する基本方針」を取締役会で決議し、当社グループ

に関する重要な情報（財務情報・非財務情報（社会的・環境的側面等）の双方を含

む。）の公正かつ適時・適切な開示を行う。 
   ２当社は、前項で開示する情報について、合理的な範囲において英訳し、当社ホーム

ページ上に掲載する。 
 
（取引先との関係） 
第１０条 当社は、お取引先とともに企業と社会の持続的成長に寄与することを目指して

「調達基本方針」を取締役会で決議し、公正な調達活動を維持することで相互の信

頼関係と協力関係を強化しつつ、互いのコスト競争力を高め、相互研鑚をはかる持

続的パートナーシップを構築する。 
 
（ダイバーシティ） 
第１１条 当社は、人材の多様性を活かす取り組みを行うことにより、事業環境への変化に

対応した企業の成長および個人の自己実現を同時に達成するため、「ダイバーシテ

ィとインクルーシブネスの取り組みの基本方針」を、その具体的な取り組みの一環

として「仕事と家庭の両立支援に関する基本方針」を取締役会で決議し、これらの

実現に向けた環境の整備を行う。 
 
（内部通報） 
第１２条 当社は、内部通報制度の窓口を社内外に設置し、また、その運用に関する規則を

定め、通報を行った者の秘匿性の確保と不利益の防止を図る。 
 
 

第４章 コーポレート・ガバナンス体制 
 
（機関設計）  
第１３条 当社は、会社法上の機関設計として監査役会設置会社を選択し、また、取締役会

の諮問機関として第１９条に規定する指名報酬諮問委員会を設置する。 
２ 当社は、執行役員制度を採用し、経営監督機能と業務執行機能の役割分担の明確

化を図る。 
 

（取締役会の役割）  
第１４条 取締役会は、法令、定款および取締役会規程等の社内規程に基づき、中長期的な

経営戦略等の全社重要事項を決定するとともに、経営の監督機能を担い、執行経営

陣による迅速・果断な業務執行を可能とする体制の整備を行う。 
２ 取締役会は、グループ CEO の後継者育成計画の監督機能を担う。 
３ 取締役会は、取締役会決議事項以外の事項について、決裁権限規程等の社内規程

に基づき、グループ経営執行会議、取締役および執行役員へ権限委譲を行い意思決

定の迅速化を図る。 
 
（取締役会の構成） 
第１５条 取締役の員数は、定款で定める１４名以内とし、経営の監督および経営環境の変

化に対応した機動的な意思決定を可能とするために必要かつ適切な規模とする。 



 

   ２ 取締役会は、グループ経営理念を体現し、かつ経営の監督を行うに相応しい資質

を有する者によって構成されるものとし、全体の構成については、多様性および専

門性の確保に配慮しつつ、社内からは、当社の業務に関し十分な経験と知見を有し、

経営判断能力および経営執行能力に優れている者を選任し、社外からは、当社が総

合エネルギー会社を目指していることから、特に企業経営経験者や、エネルギー業

界の知見、グローバルな視点を有する者を複数名選任する。 
３ 経営の透明性の一層の向上と客観性の確保を図るため、第２２条で定める基準を

満たす独立社外取締役を２名以上選任する。 
 
（取締役会議長） 
第１６条 取締役会議長は、業務執行に関与しない社外取締役の中から選定し、これにより

経営の監督と執行の分離を図る。 
    ２ 取締役会議長は、取締役会の適正運営、コーポレート・ガバナンス強化、戦略方

向性に係る助言、HSSE、法令および行動原則遵守（コンプライアンス）に関する

統制体制の監督等の役割を担う。 
 
（監査役・監査役会の役割） 
第１７条 監査役は、株主に対する受託者責任を踏まえ、独立した客観的な立場において、

業務監査および会計監査を行い、監査役会は会計監査人および内部監査部門と連携

を取りながら、各監査役による監査の実効性を高めるための体制整備を行う。 
 
（監査役会の構成） 
第１８条 監査役の員数は、定款で定める５名以内とし、その半数以上を第２２条で定める

基準を満たす独立社外監査役とする。 
２ 監査役会全体の構成については、多様性および専門性の確保に配慮しながら、財

務・会計に関する適切な知見を有している者を少なくとも１名以上選任するものと

し、社内からは、当社の業務執行者としての職務経験を通じて当社事業に関する深

い理解と知見を有し、監査機能を担うに相応しい資質を有する者を選任し、社外か

らは、監査機能の充実の役割を担うに相応しい資質を有する者を選任する。 
   ３ 監査役の職務を補助する監査役会事務局を設置し、専任の従業員を配置するもの  

とする。 
 
（指名報酬諮問委員会） 
第１９条 当社は、各取締役の指名および報酬に係る機能の独立性・客観性を強化するため、

取締役会の諮問機関として、「指名報酬諮問委員会」を設置する。 
２ 指名報酬諮問委員会の委員は、その過半数を社外取締役、第２２条で定める基準

を満たす独立役員または社外有識者とし、委員長は独立社外取締役とする。 
 
（取締役候補者・監査役候補者・執行役員の指名・選任プロセス） 
第２０条 取締役候補者の指名・選任は次の通り行われる。 

① 取締役会は、第１５条に定める取締役会の構成を踏まえた取締役の選任基準に

ついて、指名報酬諮問委員会の答申を経た上で、これを決定する。 
② 指名報酬諮問委員会は、グループ CEO より取締役候補者の推薦を受けた後、

前号の選任基準に基づいてその内容を審議し、結果を取締役会に答申する。 
③ 取締役会は、前号の答申に基づき、株主総会に付議する取締役選任議案を決定

する。 
２ 監査役候補者の指名・選任は、次の通り行われる。 
① 取締役会は、第１８条に定める監査役会の構成を踏まえた監査役の選任基準に



 

ついて、監査役会の事前の同意を得た上で、これを決定する。 
② 取締役会は、グループ CEO より推薦を受けた監査役候補者につき、前号の基

準に基づいて審議し、株主総会に付議する監査役選任議案を決定する。但し、

上程に際しては、監査役会の事前の同意を得るものとする。 
３ 執行役員の選任はグループ CEO の推薦に基づき取締役会で決定し、指名報酬諮

問委員会は、執行役員の選任プロセスのモニタリングを行う。 
 
（取締役・執行役員報酬等の決定プロセス） 
第２１条 指名報酬諮問委員会は、取締役・執行役員報酬等の客観性と透明性を確保し、か

つ業績等の評価を報酬等に反映させることを定めた「取締役報酬に関する基本方針」

および「執行役員報酬に関する基本方針」について審議のうえ、取締役会に答申し、

取締役会でこれを決議する。 
２ 取締役の報酬等の額の決定は次の通り行われる。 
① 指名報酬諮問委員会は、取締役の評価の妥当性を審議したうえで、前項の基本

方針に基づき、個々の取締役に対する報酬等の額を審議し、取締役会に答申す

る。 
② 取締役会は、指名報酬諮問委員会の答申を経て、株主総会で決議された取締役

全員の報酬等の総額の範囲内で、個々の取締役に対する報酬等の額を決定する。 
３ 執行役員の報酬等の額は第１項の基本方針に基づき、グループ CEO が人事委員

会での審議を経て決定する。 
 

（独立性判断基準） 
第２２条 当社の独立社外取締役・独立社外監査役の独立性判断基準は別紙２に定める通り

とする。 
 
（独立役員による会合） 
第２３条 独立社外取締役は、一般株主の意見を取締役会に適切に反映させるため、必要に

応じて、独立社外取締役および独立社外監査役のみを構成員とする会合を開催する

等、独立した客観的な立場に基づく情報交換・認識共有の場を設け、その中で提起

された事項について、取締役会議長およびその他取締役と協議を行う。 
 
（関連当事者間取引） 
第２４条 当社が関連当事者との取引を行う場合には、当該取引が当社や株主共同の利益に

害することのないよう、次の通り手続きを定めて、公正かつ適正に行うものとする。 
① 取締役が利益相反取引や競業取引を行う際は、法令および社内規程に基づき、

取締役会にて承認を行い、当該取引の内容については、取締役会に報告するも

のとする。 
② 主要株主等との取引のうち、重要性の高い取引については、社内規程に基づき、

取締役会にて事前の承認を行うものとする。 
 
（取締役会の実効性評価） 
第２５条 取締役会は、毎年、各取締役による自己評価等を参考にしつつ、取締役会全体の

実効性について分析・評価を行い、その結果の概要を開示するものとする。 
 
（取締役・監査役に対するトレーニングの方針） 
第２６条 当社は、次の通り個々の取締役・監査役に適合したトレーニングの機会の提供・

あっせんやその費用の支援を行う。 
① 取締役・監査役が新たに就任する際は、会社法およびその他の関連法令や上場



 

規則等によって求められる取締役・監査役としての役割と責務を理解するため

の機会を設け、就任後も必要に応じて法改正等に関する情報提供や講習を行う。 
② 前号に加え、社外取締役・社外監査役に対しては、当社の事業概況や組織等に

関する情報を継続的に提供することに加え、事業拠点視察を実施して当社経営

への理解を深めるための機会を設ける。 
 

 
 

附   則 
（施行期日） 
第１条 本基本方針は、平成２８年２月１０日に制定し、同日から施行する。 
 
（改廃権限） 
第２条 本基本方針の改廃は、取締役会決議によって行う。 
 
（所管） 
第３条 本基本方針の制定、改廃に関する事務は法務統括部が所管する。 
  



 

株主との建設的な対話に関する方針 
 
 
株主に対する説明責任を果たすとともに、株主・投資家と積極的かつ建設的な対話を行う

ことで企業価値の持続的向上を図るため、対話に関する基本的な方針を以下の通り定める。 
 
（１）株主との対話に関する担当取締役の指定 
① 経理財務部門の担当取締役または担当執行役員が、株主・投資家との対話を統括し、建

設的な対話の実現に努める。 
 
（２）社内部署の有機的な連携のための方策 
① IR の専任部署を設置し、株主・投資家との対話を担当する。 
② 株主・投資家の要望により、必要に応じて代表取締役を含めた取締役または執行役員が

面談に臨む。 
③ 株主・投資家との円滑な対話のため、IR 専任部署、ならびに経理財務、経営企画、広

報、法務、総務および各事業部門が連携をとり、正確かつ最新の情報共有を図る。 
 
（３）個別面談以外の対話の手段の充実に関する取組み 
① 機関投資家向けには、個別面談のほか、四半期毎の決算説明会、経営トップによる経営

戦略説明会、工場見学等の対話機会を設定し、また、必要に応じて実質株主判明調査を

実施し、株主構成の把握に努める。 
② 個人投資家向けには、当社ホームページにおける資料開示や決算説明会の音声配信によ

る情報提供のほか、事業報告書「株主のみなさまへ」の送付および株主アンケートの実

施によって継続的な対話に取り組む。 
 
（４）株主の意見・懸念の効果的なフィードバックのための方策 
① 対話を通じて得られた株主・投資家からの意見・懸念については、経営への活用を通じ

て企業価値を向上させるため、IR 専任部署が取締役、監査役等に報告する。 
② 上記報告のため、IR 専任部署は、各四半期決算発表後の定期的なレポート作成に加え、

その他の IR 活動や個人株主向けのアンケート結果等についてもレポートを作成し、適

宜報告を行う。 
 
（５）対話に際してのインサイダー情報の管理に関する方策 
① インサイダー情報に関しては、公正かつ適時・適切な情報開示を行うための「情報開示

（ディスクロージャー）に関する基本方針」を制定・公開するとともに、情報セキュリ

ティ確保のための「情報管理規程」および内部者取引防止のための「内部者取引管理規

程」を運用し、適切に管理する。 
 
 
 

以上  
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独立社外役員の独立性に関する基準 
 
当社は、次の各号に掲げるいずれにも該当しない者を独立社外取締役・独立社外監査役と

する。 
 
① 現在または過去において、当社および当社の子会社の取締役（社外取締役を除く。

以下同じ。）、監査役（社外監査役を除く。以下同じ。）、執行役員または使用人であ

った者 
② 当社の主要な株主（総議決権の１０％以上の議決権を直接または間接的に保有して

いる者）またはその取締役、監査役、執行役員もしくは使用人 
③ 当社の主要な取引先であって、直近事業年度における当社との取引額が当社の年間

連結総売上の２％を超える取引先またはその取締役、監査役、執行役員もしくは使

用人 
④ 当社を主要な取引先とする者であって、直近事業年度における当社との取引額がそ

の者の年間連結総売上の２％を超える取引先またはその取締役、監査役、執行役員

もしくは使用人 
⑤ 当社の主要な借入先であって、直近事業年度末における当社の借入額が当社の連結

総資産の２％を超える借入先またはその取締役、監査役、執行役員もしくは使用人 
⑥ 当社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計

専門家、法律専門家（当該財産を得ているものが法人、組合等の団体である場合は、

当該団体に所属する者）であって、その総額が個人の場合は年間１，０００万円、

団体の場合は当該団体の年間連結総売上の２％を超えている者 
⑦ 当社から寄付金を受領している者（法人、組合等の団体である場合は、当該団体に

所属する者）であって、その総額が個人の場合は年間１，０００万円、団体の場合

は当該団体の年間連結総売上の２％を超えている者 
⑧ 当社および当社の子会社の会計監査人または会計監査人である監査法人に所属す

る者 
⑨ 当社の主幹事証券会社の取締役、監査役、執行役員もしくは使用人 
⑩ 当社および当社の子会社から取締役、監査役または執行役員を相互に派遣している

会社の取締役、監査役、執行役員または使用人 
⑪ 過去３年間のいずれかの時点において、②から⑩のいずれかに該当していた者 
⑫ ①から⑪のいずれかに該当する者の二親等内の親族 

 
 
 

以上 
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